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研究要旨 

注意機能は認知機能の基盤であり、その低下は高齢者の日常生活に影響を及ぼす。

我々は、地域在住高齢者における二重課題トレーニング（DTT）が、注意機能に及ぼす

効果について調査した。29 名の地域在住高齢者を介入群 14名、対照群 15名にランダム

に割り付け、下肢運動による「運動課題」と、上肢の運動による「運動を伴う認知課

題」を組み合わせた DTT を実施した。介入は二重課題干渉（DTI）が生じる条件下で実

施し、課題難易度は参加者ごとに適宜調整した。介入群には１回 60分の DTT を、週 2

回、4週間（計 8 回）実施した。対照群は同期間に通常の生活を継続した。介入群で

TMT-A は両群で有意に改善したが、TMT-B は介入群で有意に悪化した。ストループテス

トは、介入群において有意な改善を認めたが、群間差は認めなかった。本研究の結果

は、課題強度の不足や評価指標と介入内容の不一致、対象者特性が影響した可能性があ

り、今後の DTT 研究における課題と改良点を示唆するものとなった。 

A.研究目的 

注意機能は認知機能の基盤であり、その

低下は高齢者の日常生活に影響を及ぼす。

地域在住高齢者における二重課題トレーニ

ング（DTT）が、注意機能に及ぼす効果に

ついて、これまで一貫した報告はされてい

ない。また、DTT の効果を最大化するに

は、二重課題干渉（DTI）に基づいた課題

難易度の調整が重要であるが、先行研究に

おいて DTI への言及は限られている。本研

究の目的は、DTI の誘発に着目し、「運動

課題」と「運動を伴う認知課題」を組み合

わせた DTT の注意機能への有効性を検証す

ることである。 

 

B.研究方法  

この RCT において、29 名の地域在住高齢

者が、介入群 14 名、対照群 15 名にランダ

ムに割り付けた。介入内容は、下肢運動によ

る「運動課題」と、上肢の運動による「運動

を伴う認知課題」を組み合わせた DTT であ

る。介入は DTI が生じる条件下で実施し、

課題難易度は参加者ごとに適宜調整した。

介入群は、１回 60 分の DTT を、週 2 回、4

週間（計 8 回）にわたって実施した。対照

群は同期間に通常の生活を継続した。アウ

トカムは注意機能評価として、TMT-J、Digit 

span test、ストループテストを用いた。バ
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ランス機能として、片脚立位時間を評価し

た。アウトカムは全て介入前後に評価され

た。統計解析は、群内変化を分析するために

Paired t-test を用い、群間の介入効果の比

較のために、年齢、性別、baseline 値を共

変量とした ANCOVA を用いた。 

（倫理面への配慮） 

本研究は福島県立医科大学倫理委員会の

承認を得て実施した。 

 

C.研究結果 

介入前後で TMT-A は両群で有意に改善

（介入群、対照群ともに p<0.001）し、TMT-

B は介入群で有意に悪化(p=0.006)、ΔTMT

は両群で有意な悪化(介入群 p<0.001、対照

群 p=0.026)を示した。ストループテストは、

介入群において課題 2 (p<0.001)と課題 3 

(p=0.029)で有意な改善を認めた。しかし、

ANCOVA では、すべての指標において、有意

な変化は認めなかった。 

 

D.考察 

本研究において、DTTの課題強度の不足や

評価指標と介入内容の不一致、対象者特性

が影響した可能性があり、今後の DTT 研究

における課題と改良点を示唆するものとな

った。 

 

E.結論 

 地域在住高齢者に DTI が生じる条件下で

DDTを実施したが、注意機能の改善は認めな

かった。 
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